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●二一世紀型ＥＰＡ　
現在、 日本では、 一四の経済連携協定 （ＥＰＡ）
が発効しており、一〇月には環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）も大筋合意した。さらに現在、日中韓自由貿易協定（日中韓ＦＴＡ） 、日・欧州 合（ＥＵ）Ｅ Ａ、東アジア地域包括的経済連携 （ＲＣＥＰ） など、その他の重要なＥＰＡの交渉が進行中である。このよう 、多くのＥＰＡが発効 交渉されているところであり、もしこれらがすべて すると、日本にとって、量的に重要な貿易パートナーとのＥＰＡ網が完成することになる。つまり、日本が物品貿易を行う際に、 「実質上 の」貿易において、関税が撤廃・削減され ことになる。これまで、多くの研究者が、関税率が低下したときの経済効果 分析してきたが、このよう 実質上すべての で関税率が低下しき と 今後は新しい論点へと 心 移っていくと考えられる。そのひとつが 以外の障壁 つまり、非物品分野における規制の緩和や除去 経済効果であろう 非物品分野における規制緩和とはサービス・投資分野の自由化や、非 措置の除去、また貿易円滑化措置などを含む。ＴＰＰの真の目的がこの非物品分野におけるルール形成であったことからも かるとおり、二一世紀におけるＥＰＡでは、こ したＥＰＡによ 非物品分野 規制緩和 もたらす経済効果というものが、重要な論点になっていくと考えられる。
●非物品分野における規制緩和の効果　
非物品分野の規制緩和がもたらす経済効果に
は様々な種類が考えられるが、ここではその一つである、 「サービス・投資分野の自由化が製造業企業の経営パフォーマンスに与える影響」に絞って議論したい。例えば、外 出資比率規制等が緩和され と、外資サ ビス企業の参入により、新しいサービス、もしくはより高い質のサービス 提供 ことが期待される。また、外資サービス企業と 競争が激化することにより、地場のサービス企業の質も改善するかもしれない。これらの結果、現地におけるビスの質が全体的に上がり、それを投入する製造業企業の生産性も上がることが期待される。果たしてこ ような効果が現実に観察されているのであろうか？
　
残念ながら、ＥＰＡベース
































化度」を測ること 、サービス・投資分野の対外自由化に焦点を当てた分析 なってい 。結果として、一九九七年から二〇〇九年にお製造業企業の生産性上昇の八％程度は こうしたサービス・投資分野の自由化によるもの あることを示した。●今後の課題　
このように、サービス・投資分野の「一般的
自由化」が製造業企業の生産性に正の影響を与えていることは明らかになっ 今後は、こうした研究をＥＰＡベースでの自由化を対象に進めることが重要である。ＥＰＡベースの場合、対象国を限定した形で自由化がなされる。例えば、日タイＥＰＡでは、日本 投資家を対象に











































































由化度を測っている。ただし 各製造業において、これら各サービス の重要度は異なるであろう。そこで、投入・産出表を用いて、各サービス業から各製造業への投入比率を計算し、これをウェイトとした加重平均値を 分析に用いている。一方、各製造業企業 生産性は
O
lley-
P
akes
流の推定方法により推計している。ただ
し、本トピックでは製造業企 がサービスを投入していること 前提としているため、の推定時にサービス投入額を反映させる必要がある。
A
rnold
らが用いている
A
m
adeus
デー
タ・ベースにはこうしたサービス投入額が記載されていないため これを「付加価値額
− 営業
利潤額」で代替している。●研究の発展　
こうして構築された「サービス自由化度」が
「企業レベルの生産性」に与える影響を、最小二乗法や操作変数法を用いて分析 た結果、確かに統計的に正に有意な影響が検出された。そして、この研究を発端とし、その後、他の国を
